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研究成果の概要（和文）：本研究は危機下における産地革新を議論し，特に企業家活動と産地組織の関係に着目
して革新プロセスの実態を明らかにすることを目指した。革新実現には企業家が産地内部に提示するビジョンの
説得力が重要である。ただし，さらに業界としての関心を集められなければ，革新実現に必要な技術を単独では
揃えられないため，当該産地の革新プロセスが長期化するケースがある。

研究成果の概要（英文）：This study works on the question of how actors in producing areas undertake 
self-reform to overcome economic crisis by especially taking a detailed look at the relationship 
between entrepreneurial activities and intermediate organizations. Cogency of entrepreneurs’ vision
 presented in the producing area is an important factor for achieving self-reform. However, there 
are cases where self-reform gets protracted because actors in the region need to garner the 
participation of external actors for arranging required technology.

研究分野： 経営学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
従来の産業集積論は比較的平時の内部メ

カニズムを解明し，産地革新を扱う研究は相
対的に立ち遅れている。しかし，今日におけ
る地域の危機的状況を鑑みれば，環境変化の
中で長期間にわたって活力を維持するには
変化に対応する革新がむしろ本質的論点と
なる。外部環境の変化のような危機的状況に
直面した産業集積（産地）は，それへの対応
を実現しなければ衰退を強いられるのであ
り，従って，なぜある集積が長期的な繁栄を
実現でき，ある集積はそうでないのかを説明
するには，危機というコンテクストとの関係
から議論することが不可欠である。 
研究代表者は危機下の産地に関心を寄せ

た研究を既に行ってきた。これまでの研究を
通じ，必ずしも企業家そのものだけが地域革
新の成功に決定的ではないことや，断片的な
がら，それぞれの産地においては産地組織が
危機克服を図って積極的に内部の企業家的
取り組みが功を奏すように関与し，また，生
産者らのコーディネートを進めようとした
事実を示してきた。これらの内容は，従来の
議論の前提では捉えられない現象の存在を
強く示唆しており，これが本研究に着手した
背景となっている。その一方で，これまでの
研究代表者の研究は市場対応への着目が中
心であり，企業家（活動）と産地組織が互い
をいかに活用しようとし相互作用したのか，
そして，そのことが地域としての帰結にどの
ような影響を及ぼしたのか，といった産地内
部の現象の詳細については十分な検証に達
していなかった。本研究では，研究代表者が
蓄積した成果を基礎としつつ，企業家（活動）
に産地組織を積極的に対置し，地域の成否を
再検証することを試みた。 
 
 
２．研究の目的 
停滞地域の状況打開が社会的に強く要請

される中，産業集積論においても，地域活性
化を念頭とする研究が進展してきたが，その
中で本研究は，危機というコンテクストを通
して，産業集積（産地）の長期的な盛衰に関
するメカニズム解明を推し進めることを目
的としている。本研究では，既存研究におけ
る暗黙の前提，すなわち，地域内では企業家
以外は変革に消極的であるという前提に合
致しないケースをとりあげ，そこで展開する
一連の現象と成否に係るメカニズムを解明
することを課題としている。具体的には，企
業家活動の成功について利害を共有しその
成り行きに積極的に関与しようとする地域
組織の存在に注目し，そうした組織との関係
が，企業家活動と産地革新の成否にいかなる
影響を及ぼすのかを詳細な事例分析を通じ
て明らかにする。これにより，危機下の集積
の成否について，これまで見落とされてきた
メカニズムに光を当てる。 
なお，既存研究に目を向ければ次のとおり

である。危機の打開を積極的に議論してきた
のは，企業家活動に着目して地域革新を議論
する研究群である。これらは集積生存の決定
的な鍵として，企業家（活動）の出現を評価
してきた。しかし，企業家活動が発生しなが
らも集積としては衰退する例が現実には存
在する。企業家（活動）への着目だけでは，
集積の成否について説明力が限定されてい
るのである。さらなる理解を得るにあたって，
企業家（活動）と地域内の既存のプレイヤー
との関係について再考の余地がある。既存研
究では，企業家は「影響を与える側」であり，
その他のプレイヤーは「新たな動きに反発す
る側」か，そうでなければ単に「影響を受け
る側」と位置づけられる傾向がある。しかし，
そうした前提は常に成り立つとは限らない。
その他のプレイヤーが「その企業家活動が成
功裏に終わるよう，その成り行きに積極的に
関与する」ケースが現実には存在する。例え
ば，共通する利害を持つ生産者らに共益（品
質検査や市場調査，ガバナンスなど）を提供
する組織が形成されることが近年注目され
ているが，一度創出された組織は，自組織の
生存にも係るイシューとして集積全体の成
否に強い利害を持つ。従って，集積の危機が
生じた場合，当該組織は企業家活動を抑えこ
むどころか，むしろ状況打開の起爆剤として
積極的にこれを促進し，地域の新たな方策の
基軸に取り込もうとすることもありえる。そ
の場合，組織の関与の仕方やそこで生じる相
互作用のあり方によっては，企業家活動と地
域革新をめぐる成果が好転することも暗転
することもあると推測される。産地間の成果
をめぐる動向がいかなる理由によって分岐
するのか，その実態を解明することで，既存
研究が見落としていた成否を左右する新た
なメカニズムを描き出すことが可能になる
と思われる。 
 
 
３．研究の方法 
本研究は，既存研究が持っていた暗黙の前

提とは異なる関係性をもつ企業家（活動）と
地域組織に着目し，その実態について詳細な
検証を行うことで，危機下の集積の盛衰に関
わる新たなメカニズムの解明を試みるもの
であった。このような，危機下に産地内部で
進展する一連のプロセスの詳細を検討した
上で明らかになるメカニズムを実証的に解
明するには，時系列的に詳細な因果関係を確
定していく経営史的な事例分析が有効であ
る。こうした手法のもと分析していく事例と
して，研究代表者がこれまで分析を進めてき
た，1970 年代〜1980 年代に経済危機に陥っ
た柑橘産地を引き続きとりあげる。柑橘産地
は農協が組織され，危機下には農協による生
存模索が過熱した点で，本研究の関心に即し
た事例である。さらに，当該期の柑橘産地に
ついては，月次単位で作成された内部資料や
業界紙が豊富に存在し，各産地がその時々で



内部ではいかなる状況にあり，どのような対
応が重ねられたのかを克明に追跡すること
が可能である。本研究では，危機前後の期間
とあわせた約 30 年間分のこれらの資料を活
用し，そのプロセスの詳細に踏み込んだ分析
を加え，観察された内容から，理論的知見を
引き出していくことを目指した。それにあた
り，本研究は以下の通り，大きくは新規事例
の追加と，新規論点を通して 4事例の比較検
証を行うこととし，これがおよそ各年に行う
作業として位置づけられた。 
（1） 比較分析をより深めるのに適した事

例構成にし，成否要因の検証をより
確実なものにするために，これまで
分析してきた 3 事例（成功事例：静
岡県・三ヶ日地域，衰退事例：愛媛
県・宇和地域と愛媛県・松山地域）
を引き継ぎつつ，さらに成功産地（長
崎県・大西海地域）を 1 つ加え，成
功 2産地・衰退 2産地にする。 

（2） ①企業家（活動）と産地組織が互い
をどのように活用し相互作用したの
か，②そのことが地域としての帰結
にどのような影響を及ぼしたのか，
という論点から検証を行う。これに
対応し，既に行った事例分析を基礎
としつつも，新たなデータの収集と
分析を重ねる。 

 
４．研究成果 
本研究の中軸となる事例産地の研究につい
ては次のとおりである。 
新規事例産地に関し，当初予定していた産

地についての資料調査を進めた。特に県段階
の資料について約 30 年間分にわたる分量の
月刊資料を収集できたことなどは，歴史分析
を重視する本研究にとって重要な進展であ
った。その一方で、新規事例産地に係る情報
収集に関しては必ずしも想定通りではなか
った。事例産地について見込んでいた歴史資
料が消失しアクセスできなかったこと，また，
その場合に予定していた代替資料について
は収集できたものの不可欠な時系列データ
の一部を確認できなかったこと等の問題が
生じたためである。そのため、これらの産地
に関する資料調査と並行し，事例候補を再探
索し各産地へのヒアリングを行うこととな
ったが，その結果として，歴史資料を活用し
た調査・分析が見込める産地を新規に発見す
ることができた。歴史資料は長期間にわたる
一連のメカニズムの解明を実現するために
は不可欠である。本研究が着目する産業は歴
史資料が比較的多いとはいえ，それでも歴史
資料の消失によって分析が不可能になって
いる産地が多くなりつつあるため，こうした
資料発掘ができたことには重要な意義があ
る。当初予定していた産地の情報収集の遅れ
と計画の見直しが発生したものの，当初分析
を予定していた産地のデータ獲得という問
題の解決に目処が立っただけではなく，さら

に新規事例候補を見つけられたという意味
では事例分析を重視する本研究内容をより
充実させる前進もあったと考える。 
以上の経緯により，新規事例としては当初

想定していた産地に先行して史資料収集が
進展した熊本県・三角産地を中心に分析を進
めた。この三角産地に関する分析については，
学会報告を行ってフィードバックを得ると
ともに、論文の執筆を進め，以下の点を議論
した。 
当産地の分析上の焦点は，新旧の産地が入

り乱れて生存競争を繰り広げた 1970 年代〜
1980 年代に，熊本県の新興産地である当産地
がいかなる市場対応を重ね，1990 年代に至る
革新を成し遂げたのかという点にある。価格
暴落に対して三角産地が打ち出した糖度 13
度ミカンの商品化は，市場の評価により，そ
の後の高糖度化の先鞭をつけた。三角産地は
全国の産地が新たな市場環境における地位
構築に苦慮する中，新興産地ながら業界から
一躍脚光を浴びたのである。ただし，市場側
で形成されたこのイメージに十分に応え続
けることは容易ではなく，次第に，糖度 13
度ミカンに係る技術的な制約を表面化させ
た。さらに、品目・品種上の再編という点に
おいても，温州ミカンと甘夏という 2本柱の
双方で課題を抱えた。こうした問題が三角産
地内で深刻化したのは 1980 年代半ばである
が，1980 年代後半～1990 年代は業界として
いくつかの面で転換期であった。具体的には，
①オレンジ輸入の自由化の決定と実施，②甘
夏に代わるデコポンの登場，③マルチ栽培と
いう新規技術の定着である。こうした業界と
しての再編機運のなか，三角産地は産地革新
を推進していった。すなわち，まず①により，
温州ミカンの廃園が進行し産地としての急
縮小を避けられなかったものの，1990 年代に
支配的戦略となる②③をいち早く産地とし
て取り組み，三角産地は 1990 年代の動向に
いち早く対応した産地へと脱皮したのであ
った。なお，③をめぐる革新の方向性そのも
のは，1980 年代半ばになって着想されたもの
ではなく，従前より当該産地が持っていた戦
略を引き継ぐものだった。しかし，その実現
が 1990 年頃にまで持ち越されたのは，業界
の技術水準に強く規定されざるを得なかっ
たためであり，産地外部の技術環境の変化を
必要とした。それゆえに，当該産地は既に有
していた革新をめぐるビジョンについて，そ
の実現に時間を要したのである。 
以上の実証的な議論の一方で，理論面につ
いては本研究のベースとなっている企業家
活動の視座からみた産地革新のプロセスに
ついて研究報告を行い，研究者からフィード
バックを得た。これらのコメントやその後の
考察を踏まえ，産地革新に関わる一連のプロ
セスを明らかにしていくためには，そのプロ
セスの各フェーズの担い手や役割内容の差
異により注目する必要があること，そして，
革新に際して中心的な注目を集める企業家



だけではなくそれを地域のプロセスに転化
させうる主体として，地域を統合する中間組
織によって果たされる役割にもより焦点を
当てる必要があることを確認した。 
また，本研究が理論的に注目していたのは，

企業家を中心とする地域内の革新プロセス
の成否であった。特に三角産地を中心とする
革新産地の事例分析を通じ，企業家を中心と
する革新をめぐるビジョンが長期的に正し
く産地組織を中心に地域内の合意形成が進
められたとしても，その革新実現そのものは，
素材メーカーや研究機関，競合産地といった
他主体からなる業界としての技術段階に大
きく影響を受ける事実が浮き彫りとなった。
柑橘業界のように生産が多数の産地によっ
て担われ，また技術や必要資材等の研究開発
に外部機関が重要な役割を果たしている場
合には，特定産地内部の合意形成だけではな
く業界を含む合意形成に至らなければ，当該
産地の革新が必要としつつも独自には実現
しきれない関連技術等が出揃わないためで
ある。こうしたケースは，他の地域産業にお
いても共通して発生しうる現象だと思われ
る。革新プロセスを左右する要因がより多面
的に示されたことは，今後の理論的示唆につ
ながる成果である。 
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